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産業構造について
小 華和 洋
I はじめに
わが国の経済は戦後40年を経過し，自由世界で第2位の国民総生額の地位をしめ，世界経済
のl割国家となった。この意味するところは大きいし，40年間の期間で到達したのはそれぞれ
の立場で努力した結果といえよう。この期間を国民は国民生活についてどのようにみているか
に関して， NHKの全国世論調査（昭和55年10月実施） 「80年代の国民生活」によってみると，
こうである。1940年代の後半は「貧しい」という表現をしたのが55%，ついで混乱，暗いとい
う I混乱jの時代・時期といえる。 50年代前半期は「貧しい」 40%，混乱，暗いというイメー
ジが少くなった『混乱収拾jの時期。50年代後半は「上昇」26%で安定，明るいといった 『好
転jの時期。60年代前半は「安定」 33%，上昇31%，明るい28%と I上昇jの時期。60年代後
半は『安定J39%，明るい30%，豊か28%でマイナスのイメージが殆んどみられぬ『安定の時
代J。70年代前半は「安定」 35%，豊か30%，明るい27%といった『曲がり角Jの時代。70年
代後半は 「安定」31%，豊か24%，下降24%，混乱15%というマイナスイ メー ジが高くなって
きた 『下降jの時期。80年代は「不確実J，「不安」が多い時代でフラスとマイナスのイメージ
が相半ばするというまさに I不明確・不確実jな時代といえる結果がみられた。 要するにいわ
ゆる近代化パラダイムが漸次崩壊し社会 ・経済等を考える価値観が大きく変ってきたのであ
る。 従来までは基本的に近代化の考え方一本で単線的な発展なり進歩をみてきた近代化論で
あった。あいつぐ新しい科学技術の進歩の前に科学文明についての楽観主義がみなぎっていた。
進歩 ・発展の価値観が重視され、 地域経済なり社会の発展はとりもなおさず産業の高度化なり
近代化であり都市化であった。しかし現在はこれに対する価値観の大きな転換期に来ている。
それはまた目標の喪失でもある。
わが国の経済発展をみると石油をはじめとして主なる資源が極めて乏しく，原料を輸入して
それに加工して輸出するといういわゆる貿易主導型の経済として発展してきたのである。従っ
て結果的にも多くの国々からの輸出・輸入に依存して伸びて来たといえる。それだけに国際環
境を無視してはその前途は極めて不安定である。わが国経済は前述したようにフ ロー 型の経済
的地位は高いがス トック型としてみるとその底は極めて浅いといえる。
明治以来短期間に今日の経済的地位をえられたのは 「殖産興業」 「富国強兵Jをスローガン
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として，近代国家を形成すると同時に国民経済を確立 ・推進してく るのに一応成功したといえ
る。これにはわが国の資本主義経済が後発国の立場から新しい技術，組織等を導入しやすかっ
たことや欧州先進国に追いつけ追いこせの努力があり，欧米型の経済発展という一つのモデ
ル・目標・方法等があったから，それに向かつて進んでいけばよかったのである。しかし現在
ではそのモデル・目標に一応到達し，新しいモデル・目標を独自の力で確立しなくてはならな
くなった。現在，経済企画庁等が中心になって多くの作業がなされている。例えば 「21世紀を
めざしてJ「2000年の日本」 等がある。これはとくは21世紀とか2000年という適正な目標年次
があるわけではなく，これからの日本経済を長期的にどのような姿を求めたらよいかという構
想のーっとみてよいだろう。今日ではこれも必要であり切り離すことは出来ないが，貿易摩擦
とか円高等の解決をせまられる重要な諸問題がある。これにしてもやはりわが国経済の長期間
にわたり育ぐくんで来た体質なり産業構造から発生しているのである。つまり， 資本主義経済
を確立するために農業立国から軽工業 （紡績を中心とした）段階に進み更に重化学工業化を進
めてきた。戦時経済にあっては特殊重化学工業型に発展し，戦後は零から出発して，貿易立国
型〔資源等の輸入→加工型産業 （生産 ・製造）→製品輸出〕か資源開発・国土開発型のうち前
者を中心として重化学工業化を中心にして高度経済成長をなしとげた。しかしその急成長が環
境問題 ・公害とか資源（石油等）問題，さらには現在の輸出増大による貿易摩擦がとりあげら
れるにいたった。一方，中進国の工業化による追上げとか，国際競争力に対抗出来ない産業（構
造不況産業といわれる炭鉱，造船，鉄鋼等のいわゆる企業城下町型産業のタイプがみられる。
北海道経済はそのーっといえる）が出現してきている。従ってそこには産業構造の転換が必要
となってきた。これには第3次産業への移行（経済のサービス化・ ソフト化），資源配分に対
する考察，技術とくに先端技術や巨大技術の開発等がかかわってく る。それは国際協調なり自
由貿易主義が前提になっている。現在の世界経済の苦境を打解するためには内需の拡大が強く
要請されているが，減税，これに代わる間接税， 公共投資，円高による輸出産業の対応策等が
あげられる。対策のーっとして昭和61年4月に出された 「国際協調のための経済構造調整研究
会報告書」 （前川レポー ト）に提言がなされている。いずれにしてもわが国の従来からの経済
体質なり産業構造の転換が重要課題である。 これには前述した日本経済にしめる地位からしで
も，今後の日本経済のあるべき産業構造を国際協調の環境のなかでどうすべきかというモデ
ル・目標を求めて，そのなかで産業構造を展望していかねばならない。
産業構造は経済の成長によって影響をもたらすが，逆に産業構造によって経済の成長は制約
なり影響をもたらす。産業構造は固定的にみるべきではなくて，経済の成長なり発展と産業構
造との聞の相互作用によって変化が生じるのである。
つぎに21世紀に向けての日本の産業社会のあり方を研究した産業構造審議会 （通商産業省）
が昭和61年6月に発表した「21世紀産業社会の基本構想」を簡単に示しておく。これは15年後
に2000年をむかえる将来の産業社会をつぎの3つの視点から展望したものである。 （1 ）「国際
経済社会との融和と国際社会への貢献に資する我が国産業構造のあり方J（国際性）。（2）「技
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術革新・情報化等の国内経済諸要因の変化と我が国産業構造のあり方」（創造性）。（ 3）「価値
観の多様化，長寿社会等がもたらす文化的ライ フスタイルと我が国産業構造のあり方」（文化性）
の3点である。以上の国際性，創造性， 文化性の3つの課題を達成するためにどのような対応
をするかについては省略する。なお，「文化性」ということがいわれているが，これは故大平
正芳総理がこれからは「文化の時代」であるといって各種の報告書をまとめ，いわゆる「ソフ
トノミックス」の形で完結した。この内容については別稿で検討したい。 「2000年の日本」 （経
済企画庁編）ではその副題として 「国際化，高齢化，成熟化に備えて」 としているが，これら
の課題と前述の報告書の内容といい21世紀といわず現在の経済からして相互に関係するが相互
に矛盾する点もあることだけを指摘するにとどめる。なお，当報告は頁の関係で統計・図表・
文献目録等は大幅に省略した。
JI 産業構造の内容
産業構造とはどういうことかとなると答えは簡単に出来ないといえるのではなかろうか。 こ
れには一般的に3つ位の意昧があるだろう。もっとも一般的に使用されているのは多数の諸産
業の構成比率のことである。 第l次産業，第2次産業，第3次産業に区分して国民総生産額，
国民所得，就業人員数でみるのが普通である。第2は個々の産業を構成する企業の構造をみる
もの。 第3は個々の産業の市場構造がその産業で独占，寡占的， 競争的であるかをみるもので
ある。また別の視点からすると，まず構成比と同じ考え方にもなるが産業がどのように移行し
ていくかをみるもの。例えばクラ クーの法則とかサービス経済化， 脱工業化社会，知識産業社
会等を強調するものである。つぎは既存の産業分類 ・区分で共通しでもっている変化の方向を
中心にみようとするものである。 情報化， 高付加価値化等が対応ずるもの。第3は高加工度を
中心にするやり方から人間生活のニーズの変化に対応するものとしてみようとするものであ
る。
産業構造を応用経済学としての産業経済論として検討することを明確にしたものは宮沢健ー
である。分析の基本単位として企業，産業，部門，国民経済として，産業内・ 産業間と部門設
定をし，応用経済学としては産業組織論，産業連関論，産業構成論に区分し， 産業構成論を狭
義の産業構造論としている。
つぎに現在までになされてきた産業構造論の内容について示す。（ 1 ), ( 2）は項目のみを
あげるにとどめる。
( 1) C・クラークによる第1・2・3次産業の3部門構成とするもの。
これは最も一般的に従来から使用されたもので，産業 （経済）発展の経験法則として「産業
発展形態論」というものである。第1次産業は農林水産業。第2次産業は鉱業，工業，建設業。
＊ 最近は第3次産業以外に知識産業とか情報産業部門の発展に伴い第4次・第5次産業といった
り，農産物原料に加工するのを第1・5次産業といったりしている。
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第 3次産業はその他である。経済発展は第l次から第2次へ，第2次から第3次へといういわ
ゆるペティ＝クラークの法則といわれるものである。
( 2 ）ホフマン（ W ・ G ・ Hoffman ）の法則といわれるもの。これは工業を消費財産業と
資本財（投資財）産業に分けて経済発展につれて消費財産業の比率が低下するとしたもの。
( 3 ）通商産業省の分類といってよい例。まず「70年代の通商政策jにおいては知識集約産業
として70年代に高い成長を期待しうるものとしてみたものである。これは研究開発集約産業，
高度組立産業，ファッショ ン型産業，知識産業の4分類である。つぎに通商産業省・産業構造
審議会編「80年代の通産政策ビジョン」によると，80年代の産業構造をみる場合の視点として
4つの基準があるとしている。すなわち，第1は動態的比較優位基準。第2国民ニーズ充足基
準。第3省エネルギー，省資源基準。第4セキュリティー基準である。以上の各基準が相互に
トレードオフの関係になる場合もあるが，わが国経済をめぐる諸条件や国民意識の変化等を認
識して最適なビジョンを考えるべきとする。70年代の産業の変化からみれば，研究開発集約産
業，高度組立産業，知識産業 （情報処理，サービス，ソフトウェア等）等の発展が著しい。
80年代には創造性の発揮を基調とした高次の知識集約化を指向するとみて，産業内での知識
集約化は，付）製品では高品質，高性能，多機能，個性的な財貨，サービスの割合が高くなる。
（ロ）生産工程の技術集約化， システム化，省エネルギー化等が促進される。知識集約化の方法
としたつぎに重点がおかれる。① 利用技術の高度化を通じ，ハー ドウェアの性能，機能の向
上を図ることにより，高付加価値を実現する（ソフトウェア化）。②異業種間，異技術聞の
連携，組合わせにより新機能を創出する（システム化）。 ①技術集約化を通じ，品質，性能，
機能面で独自性を高める（スペシャ リティー 化）。④ 国民意識や生活様式の変化に応じ，新
しい高度な感覚を商品化することにより高付加価値化を実現する（ファ ッション化）。⑤ 最
終需要部門と中間財， 素材部門との聞で，新製品企画，技術開発などに関する相互の有機的連
携を高める（フィードパック化）。⑥ 多様なニーズに応じた多品種の製品を柔軟かつ自動的
に組立加工することが出来る生産方式を開発し，高付加価値化を実現する（フレキシビリティー
化） という方法である。
創造的知識集約化の産業としてつぎのごとくである。
1 ）基礎資材産業一一 トー タルシステム化とスペシャリティ化。
2）加エ組立産業一一電子化， ソフ トウェア化。
3）生活関連産業一一高度な感覚の商品化と基礎的需要の充足。
4）流通，サービス産業 資本装備の向上による効率化。
5）社会システム産業一一社会サーピスの産業化 ・システム化。
＊＊ ホフマンの法則とは工業の発展段階をホフマン比率 （消費財産業生産額／投資財産業生産額）
で4段階に区分している。第1段階 5 ± 1。第2段階2.5士1。第3段階I。第4段階 そ
れ以下の比率。クズネッツの分類等は省略した。
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6）技術先端産業一一住宅技術開発の強化。
サービス経済化の進行・進展が速やかにみられるが今後の発展が期待されるサービス・セク
ターは次の部門とみられる。すなわち，①第2次産業を補完するサービス・セクター。②
第2次産業と相互発展するサービス・セクター。① 国民生活を豊かにするサービス・セク
ター。④社会活動を円滑化するサービス・セクター。以上のサービス・ セクターは物財製造
業を中心とする産業群の生産活動を補完し，これと一体不可分の活動をするという点で評価が
なされるべきである。
( 4）堺屋太ーによる「貢献面産業分類J。これは産業構造における産業分類として脱工業化
社会といわれる段階で社会観察をする尺度，基準を作成する必要があるとする。従来の産業基
準は原材料の分類で，ついで製品別に分類を行い，これに入らぬのは工程別に分類する方法を
とっている。 サービス業では原材料はないし，生産物も物的性格や生産工程によっても分類出
来ないのがあらわれてきた。そこで産業の生産する財が人閣の存在に対し，どういう分野でど
ういう形で貢献しているのかを尺度としてみるという考え方を基本としたものである。この分
類は各産業が何をすることによって人間に貢献しているのかというのと，どういう分野で貢献
しているかによって区分している。 前者はレイ （ray ＝線），後者をフィールド （field ＝場）
とする。何によって貢献しているか（レイ）の分類では形のあるものを作る産業で 「財物産業」，
つぎに位置産業 （これは財の位置又は地位を変化させるもの） で，財は存在する場所・時間と
いうのと法律形態上のポジション（誰れの所有であるか，だれがその使用権を持っているのか
というもの）で卸・小売，金融業等である。つぎは時間産業で，これは人々の持っている時間
を加工する産業である。時聞をより楽しく加工する産業のことである。知識産業には教育産業
と情報産業がある。時間産業と知識産業の違いは前者は楽しむことが目的だから過程が問題と
なる。後者は知識 ・情報を得るという結果が問題になる。どのような「場」で貢献しているの
かは3つの分類が行われる。ライフ ・フィールド （生活の場），プロダクト・フィールド （生
産の場），ソーシャル・フィールド（社会の場）に分類される。生活の場で貢献するものでは
耐久消費財，食糧，ファッション衣料，読書等がある。「生産の場」は工作機械とか鉄鋼原材料，
企業が購入する統計資料，法律書等である。「社会の場」とは下水処理施設，ゴミ処理施設等
である。医師を例にとると，ホーム・ドクターはライフ ・フィル ドの産業に入札防疫関係は
「社会の場jになる。この分類でレイとフィルドの組み合せでみると経済が発展するにつれて，
成長産業は表（横軸がフィールド，縦軸がレイ） の左上から右下の方向に移行する。成長性の
高くなるのが社会の発展傾向だとみるのである。要するに脱工業化社会というのは，財物産業
から時間産業や知識に発展の重点が移ることで， 生活消費財から社会的な需要に移っていく過
程であることが明確となってくる。
( 5）商品の 「重」さから成長産業 ・産業構造の流れをみるもの。
これは柳田邦男の 「変化の読み方」に示されたものである。戦後のわが国の産業構造の変化
を年次別に商品の年代の成長率の高い業種を鉄鋼のごときものは トン型産業とよぶのである。
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20年代はトン型産業の時代といい成長率は平均で21.5%であり，セメ ント，鉄鋼，紙，繊維が
伸びた時期であるとする。 30年代はトン・キロ混合型産業の時代とし，成長率16.7%で重機，
鉄鋼，造船，家電等の時代。40年代はキロ型産業の時代で成長率平均10.9%でカメ ラ，乗用車，
コンピュータ一等の時代。 50年代はグラム型産業の時代で平均の成長率5.2%と低い。 OA機
器，産業用ロボッ卜， VTR等の時代とみるのである。 産業構造のソフ ト化の流れによると昭
和60年代はグラム・ソフト混合型の時代であり，将来はソフト（ゼロウェイ） 型の時代とみる。
昭和20年代から30年代の産業構造は基幹産業・重化学工業の時代。40年代は高加工度産業，50
年代は半導体を中心とする高付加価値産業，60年度以降は先端技術産業とみている。このよう
な「重さ」の観点からみる立場も注目されよう。
( 6 ）並木信義の分類。並木によれば産業構造とは「産業が人間生活のニーズを充足するため
に財貨，サービスを提供する，その具体的なあり方をいう」と定義している。 考え方として産
業や企業の存在根拠というのは人間生活のニーズを充足するために財貨なりサービスを提供す
ることにあるし，もし適切に人間生活のニーズを充足することが出来ているときには結果とし
て収益が得られると考えねばならないとしている。従って，人間生活のニーズを充足するため
の財貨・サービス提供の具体的あり方が産業構造だというのである。それでは人間生活のニー
ズというのは何かというと， 7つのニーズがあるとする。並木の考え方は産業構造審議会のニー
ズの考え方に反映されたものとみられるが，すなわち，①食生活。②衣生活。③住生活。
④健康の維持。⑤知的生活（具体的には教育に当たる）。＠余暇。⑦ 社会の統合維持
である。①から⑥までは個人のベースのニーズで， ⑦が社会全体のニー ズとなる。ニーズのあ
り方をみるのは，人間生活のあり方を考察することである。 並木は 「一国の産業構造高度化の
具体的レベルを快定するものはその国の文化内容である」とする。人間生活でこの7つにでて
いないのは精神生活と人間の行動にかかわる要素でこれを入れると人間生活全体が一致すると
みている。
( 7 ）消費者ニーズとこれに対応する成長産業の関連性でとらえる見方。
消費者ニーズはその時代により社会環境や消費者の意識によってみられるがこの観点から産
業構造の把え方をみせたのが，経済企画庁の昭和61年次経済報告（経済白書）である。これは
最近の消費者ニーズを，①普通の生活に必要な衣食住と，新しい変化方向と してみる。①
差別化または個性化を求める働き。③ 高齢化の進行。④ 国際化の進展。⑤ 都市化の強ま
り。⑥ 人間らしさへの欲求の5つの特性を考えた。 6つのニーズの軸をマト リックス化して，
それらがクロスしたところで相互に刺激し合って生ずる個々の産業を示したものである。
( 8 ）文化的見方からの産業構造
従来のわが国は工業化優先，欧米化を目標として来たが，現在は変革期に来ているとし従来
の工業化中心・優先の産業分類から脱皮してみようとするものである。最終需要産業を川下産
業としてこれをリーディング・イ ンダス トリーとし，消費動機から分類をする。製造業とサー
ビス業が混然一体化し情緒的なものをも導入していく。文化の創造から始まる産業の発展と日
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下公人はいっている。日下公人編「文化産業新地図」によった文化産業分類表があるが省略す
る。ここでは6つの分野，すなわち，余暇を生かす，家事を楽に，生活を潤す，仲間をひろげ
る，ゆとりを創る，企業活動サービスの点から文化産業をみている。
( 9）サービス業の例
サービス化が著しく進行している現在，サーピ、ス業の分類を行っているのがみられる。ユー
ザー別の対象事業所サービス，対消費者サービス，対公共サービスの3区分からと夫々の機能
との組み合せからなるもの。産業関連サービス業と個人関連サービス業とに分けて分類してい
るのもある。
(10）投資行動・ 戦略から産業分類をする見方
産業構造の変動は技術革新，需要のニーズ，成長産業か衰退産業か，製造業か非製造業かと
いったことのほかに産業の設備投資の行動から方向性がみられるとするものである。これは武
藤博道 ・日本経済研究センタ一編「図説日本産業」の考え方である。これは5つの産業のタイ
プ分けをしている。すなわち，脱皮型産業，越境型産業，先行投資型産業，先端型産業と触媒
型産業である。越境型産業というのは隣接産業との境界または国境をこえた投資が目立つ産業
である。かかる分類というのも現在または将来の産業構造を研究していく上で参考になるとこ
ろが多いとみられる。
(11）貿易構造からみた産業構造
輸出産業として繊維業はわが国で戦前において主導的産業として工業の成長には著しい役割
を担ったのである。 1890-1930年間に工業品の輸出品額の約半分，工業生産額の泌を占めた。
繊維の原料は輸入したがこれは原料輸入の70%をしめている。中心的産業は綿業で、あり綿業の
基本的な生産技術は19世紀の半ば迄に完成されたといえる。労働集約性によって比較優位が決
定され，低賃金と良質労働力であった日本が比較優位を示して1920年代でイギリスの水準にな
り， 1960年代以降には比較優位が失われ発展途上国に追いつかれてしまった。1970年以降は輸
入超過となった。綿業は産業発展のライフ・サイ クルの全部の過程を経過してきたのである。
わが国は先進国に遅れて工業化を行ったが，新しい産業の発展には，輸入→圏内代替産業→輸
出化の3段階をたどってきている。輸入 ・生産・輸出が時間的に一定のずれ，遅れを示すこと
から，赤松要により「雁行形態的発展」型と名称されたものである。この雁行形態的発展の発
展段階・特徴・移行の原動力等については，山沢逸平著「日本の経済発展と国際分業」から示
したのが表1である。これにより経済発展に伴う長期的趨勢からみると工業化の内容が示され，
それぞれの段階における産業構造とくに工業構造が把握される。
わが国の貿易構造の特色はエネルギー資源や食糧を輸入に多くを依存し，産業活動や国民生
活の向上のために重要な地位をしめている。貿易依存度は1984年で貿易が日本経済に占める割
合は輸出13.8%，輸入11.0%である。工業製品の輸出依存度は1973年以降は急速に増大し工業
生産における輸出の重要性は高い。輸入はエネルギー資源が約100%近くで食糧も多くを依存
している。 輸出主導型といわれるが，貿易依存度はわが国の経済構造の総合安全保障について
132 小牽和：産業構造について
表1 産業の雁行形態的発展
I 発展段階 導入 輸入代替 輸出成長 成熟 逆輸入
I 各段階の 新商品の導入 ・ 内需成長と それ 内需の伸び鈍化， 内需，輸出がと 廉価輸入品の流
特徴 模倣または技術 を上回る生産拡 それを輸出増加 もに伸び悩んで 入による囲内生
導入による囲内 大生産技術の標 が補って生産拡 生産拡大停滞さ 産縮小加速
生産開始，輸入 準化（量産体制） 大が続く らに輸出減少，
品の優位 転じて生産縮少
始ま る。
田 技術貿易， 技術輸入，対内投資 技術輸出，輸出 技術輸出，生産
直接投資との 補助的対外投資 再配置的対外投
関係 資
IV 段階移行の 新商品の普及， 生産拡大→活発な国内投資のもと －生産拡大鈍化 後発国での追い
原動力 生産面での学習 で以下の諸要因によるコスト低下， →園内投資減 上げ輸出成長
効果 競争力増加 退によ り左記
②規模拡大の経済 のコスト引下
⑥技術開発，機種の多様化 げ要因の消滅
①労働熟練， 経営管理の改善 ・労働コスト高，
環境汚染等に
による生産拡
大へのブレーキ
－後発国での輸
人代替化後
(i主） これは山沢逸平著「日本の経済発展と国際分業」より引用
みても注目すべきところである。
(12）その他による見方
企業の成長・衰退をみる場合に企業（産業）をとりまく環境を把握する必要がある。それは
大別すると個別市場の成熟度（個別企業の寿命，企業間格差，その産業自体の変化等）。人口
の構成の変化 （家族構成，人口規模，需要の大きさ，年齢別構成 一ー 高齢化，団塊世代の推移，
新人類等）。国際化の程度（輸出・入の推移，貿易摩擦，直接投資等）。技術の進歩（ハイテク，
先端技術，ソフト技術の程度，情報処理の技術等）。 J情報社会への移行度 （情報機能・機器の
普及度，ネットワーク，商品の情報の価値化等）である。
わが国の産業は現在大きな転換期にきているといわれる。マイクロエレクトロニクス技術を
中心に「重厚長大」から「軽薄短小」化へと産業構造は移行しているといえる。 「日経ビジネス」
は過去100年間の上位企業のランキングを作成して企業が繁栄している期間 （会社の寿命）は
平均30年にすぎぬという結果を示した。 この結果を日経ビジネス編「会社の寿命」で示すとつ
ぎのようになる。 明治29年より昭和57年まで総資産額による上位100社の登場企業は延べ413社
であるが，1期のみで消えた企業は194社， 2期ランク入りの企業は73社， 3期ランク入り54社，
4期29, 5期23, 6期16, 7期12,8期7,9期2,10期3社で80%近くの企業が3期以内に
脱落している。第l回ランキング上位10社の明治29年に名前が出ていた企業のその後の変化を
みると，9社が設立後平均27年で吸収合併等により創業当初の名称がなくなっている。ただこ
れはそれぞれの時期における有力100社だけをみた点に注意してもらいたい。 100社のランクの
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入れ変わりの推移を示すと （脱落した企業数）つぎのごとくである。わが国の会社 （鉱工業の
み）ベスト100社の変遷は明治年聞は総資産額についてみているが大正12年以降は売上高（収入）
により，昭和47,57年は日本経済新聞社の総合経済情報システム NEEDSデータから売上高
についてみたものである。明治29年から44年までは繊維が殆んどを占めている。 44年は繊維が
減り化学，造船，食品が出ている。 大正12年は第l次大戦のブームで、急膨張した企業が不況に
みまわれ，整理期に入り財閥系企業が支配力を強化し，製紙， 鉄鋼が上位をしめ大規模経営が
みられるようになった。昭和8年には財閥グルーフが強くなり， また戦時経済体制に入った。
昭和18年は軍需産業が増強され軍需生産部門が上位をしめている。昭和25年は朝鮮動乱による
特需ブームで糸へン，金ヘンという言葉にみられるようになり，繊維，鉄鋼メーカーが上位を
しめている。 一方，巨大企業が分割されたが， ソニー ，本田技研工業等のベンチャ一型の企業
が出現した。 35年は高度成長期で「投資が投資をよぶ」といわれる時代で，家電，自動車等の
大規模組み立て産業が発展し，消費革命，流通革命という言葉にみられるように自動車や個人
消費依存型が上位に出ている。 47年は電気，鉄鋼，自動車が上位をしめ大型合併がみられたが
高度成長も終駕をむかえていく。 57年は石油ショック，列島改造ブームを経て低成長・ 冬の時
代をむかえ，ハードからソフトへ，重厚長大から軽薄短小へと産業構造が変革しはじめた。こ
れらをみても企業別ではあるが産業構造の変遷の一端がみられる。 100社のランキング業種別
内訳の推移を示すと，明治44年は繊維31，水産食料品23。大正12年は繊維30，電気機器 ・一般
機械21。昭和8年繊維27，水産 ・食料品16，化学9。昭和18年電気機器 ・一般機械19，化学と
繊維が16ずつ，鉄鋼11025年は繊維21，化学17，鉱業15。昭和35年繊維17，輸送用機器16，鉄
鋼12，電気機器 ・一般機械11。昭和47年電気機器・一般機械17・輸送用機械16，土木・ 建設13,
化学13。57年電気機器20，輸送用機器15，土木 ・建設14，化学11，石油10となっている。従っ
てその時代の中心的産業がうかがえる。
また，産業構造を把握する場合に，ある産業部門ここでは航空機産業についてみるが， この
産業の過去 ・現在・未来が他の産業の発展にも相互関連している。特に技術の波及効果は大き
いといえる。わが国の場合は戦前 ・戦時中の航空機技術，例えば零戦や戦後ではYS 11等が
あげることが出来ょう。この部門は技術と してエンジン技術，空力 ・構造，材料加工，機械制
御， 電子電気技術等に安全性 ・信頼性の管理技術等があげられる。これらは一般産業としては
品質管理方法，整備管理，仕様管理手法として導入・波及している。土木建設・ 住宅産業には
大プロジ、ェクトの管理手法 ・長大吊橋の耐風設計等。金属化学材料産業では複合材料， 石油タ
ンク等の安全性向上，精密鍛造，チタン合金等。 電子 ・電気産業ではレーダ一，精密ジャイロ，
デジタルエレクトロニクス，高性能小型軽量コンビュータ一等。自動車 ・車輔産業ではガスター
ピン自動車，高速用軸受，高速車の空力設計，軽量モノコックボディ 一等。 機械エネルギー産
業では低公害技術， プラン卜自動制卸， NC工作機械，レーザー測定技術等。造船 ・海洋開
発産業では水中翼船， ブロック造船，耐圧構造，大型船の操従自動化等。レジャー産業ではカー
ボン釣竿，グラススキー，金属パッ ト等がみられる。このようにみれば航空機産業がいくつか
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の部品関連専門メーカーなり兼業メーカーの形態で他部門産業聞との関連が大きくなる。一つ
の技術進歩なり発展が他部門に応用され波及されていく ことがうかがえる。従って産業構造と
しての産業間関連を重視しなくてはならないのである。
自動車産業を例にとってもこれに関連するのは単に自動車に直接関係する他に資材，関連部
門のほかに販売・ サービス部門なり利用する分野を含めると膨大な企業数と従業員が働らいて
おり，一産業から分析していく作業を通して産業構造の解明にメスをいれていくのも一つの産
業構造論を展開することになる （図l参照）。
わが国の流通問題として流通経路が複雑化しているのが合理化を阻害していると指摘されて
いるがその一端を示すと直取引卸，元卸，中間卸，最終卸を経て小売業者に渡り消費者の手に
入るのである。これは商品にもよるが第1次卸， 第2次卸とか最終卸と大変複雑な流通構造を
示している。この視点からみてもわが国の産業構造の近代化なり変革を推進するのには流通面
からの検討が必要となる。
m 産業構造を決定する要因
一国の産業構造を決定する要因はその国のおかれた経済的，社会的，政治的，文化的， 歴史
的環境によってきまるのであるが，ここでは主として経済的なものに限定して示すことにする。
( 1 ）基本的な生産要素といわれる資本，労働 （量と質），資源の存在量が問題となる。生産
要素の賦存つま り原材料， 労働の質，技術等により影響してくる。 例えばICの生産が発展し
てくるとそれを利用する産業が伸び成長産業として確立する。（ 2）経済成長の速度によって
ことなってくる。 成長が高い場合には経済水準が低くても資本財がより多くを必要になるので
例えば鉄鋼の需要が多くなる。 一方，所得水準が高くて成長率が低い場合には消費財部門の生
産が高くなる。 （3）経済の発展段階によって決まる需要要因である。エンゲル法則にみられ
るように所得水準が高くなるにつれてエンゲル係数が低下するのと同じように，また逆に雑費
の支出が上昇する。家計支出 （個人需要）の傾向が国全体の産業構造に反映されてくる。一国
全体の経済活動を示す指標があって，どの産業の貢献度が大きいかを産業分類によって示され
るのが産業構造であるともいえる。 従って産業活動水準と産業構造とは相互に依存し反映され
る。個人の生活をみる場合にも生活水準で、示すとすればその水準を構成している生活の仕方，
生活様式，生活内容等という生活構造の関連を切り離してはいけない。従って全体として経済
活動をみる場合には経済活動水準と産業構造。生活面では生活水準と生活構造ということが出
来る。ニーズの点からも生活水準の上昇に伴って食料費のウエイトが低下すると同じことが農
業がある程度まで発展すると第2次 ・第3次産業のウエイ卜が高まるといった傾向は同じとみ
てよい。生活水準が低い場合には生活必需品のみを満たすが，水準が高くなれば住宅，知識的
生活を望み支出することになる。経済活動もこれと同じくニーズの点から経済発展の方向にい
く。余暇という支出をもたらす娯楽的産業の産業構造がみられることになる。 （4）文化の内
容が作用すること。需要は所得 ・生活水準のみならずその国の文化的内容により産業構造が高
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度化されてくる。「衣食住」といわれる面から精神的な生活面にふれてくる。 より高度なニー
ズが働くことになる。（ 5）企業家活動又は精神といってもよいが，シュムベーターの企業家
の役割り，創造的な機能が新しい革新をもたらし，新しい産業なり需要を創造していくことに
なる。（ 6 ）比較生産費の法則によるもの。わが国の場合には著しい傾向がみられれるのが農
業をはじめとする第1次産業の商品は比較生産費が高く，工業生産物の比較生産費が安いため
に工業品の輸出産業のウエイトが高くなる。しかし，工業面でも NICs等の追いあげによる部
門は競争が出来なくなる。（7）これは単に個々の企業なりー産業のみではないが国の政策知
何によるものである。わが国の場合は工業品の輸出が強いのは 「通産省論」とか 「日本株式会
社」といわれるがそれは経済政策の運用面からである。（ 8）これはとくに経済のサービス化，
ソフト化がいわれる今日，サービス業等で指摘される二つの起動力，すなわち消費構造と企業
支出は企業の合理化とか企業の外部化ないし関連会社を作って仕事の一部をやらせるような，
いわゆる対事業所サービスという産業の出現であり，前者は対個人サービス業の創成である。
前者については以下に述べることにする。 個人生活・ 消費面から要因があげられるが，ここで
は消費構造の変化と消費者の意識の変化について簡単に示しておこう。消費の内容についてみ
る場合に年齢的要因が大きく作用する。まず変る世代を各世代の出生年によって区分すれば，
明治世代 （以前を含む），大正世代，昭和戦前世代と戦後世代の4区分が出来る。昭和20年で
は明治世代33.7%，大正世代18.7%，昭和戦前47.5%であった。40年は14.7%, 14. 9%, 33. 8%, 
36. 7%と昭和世代が70.5%となっているが， 59年では4.8%, 10.5%, 27.0%, 57.7%となり
昭和の戦後世代が約60%弱で明治 ・大正期は15.3%である。このように世代が大きく変ってい
るので消費者意識が大きく変ってくる。豊かさのなかで生活した人々がかなりのウエイトをし
めているのである。 世帯数の推移も 1世帯当り平均人員が昭和30年は4.97人であったのが減少
傾向を示し59年は3.19人となっている。 30年の単独世帯は10.8%，核家族世帯45.4%，三世代
世帯43.9%であったのに対し59年は19.4%, 60.6%, 14.9%となり，単独世帯が20%となり核
家族が60%と大きし1。三世代世帯は30年で44%であったのが59年ではその%と減少し，核家族
と単独世帯中心のタイフとなっている。 従って消費内容も当然異ってくるのである。
まずエンゲル係数を昭和22年以降について長期的趨勢を示したのが表 3である。22年は
66.1 %と著しく高かったが27年で50%前後，33年41% , 48年30%と，52年以降は20%台で58年
は26.7%となり，エンゲル係数でみる限り一応，生活水準（消費水準といった方がよいだろう）
は著しく向上したといえる。一方，家計のサービス化，ソフ ト化といわれているのを雑費とし
てその構成比をみると22年は14.5%と極めて文化面的支出は少く 30年で32%, 40年39% , 50年
46%, 50年以降大体半分の50%をこえている。ちなみにエンゲル係数と雑費割合が同ーとなっ
たのは昭和37・38年頃の36%前後とみてよく雑費は41年に入るや40%をこえてきている。一方，
60年での貯蓄額は852万円で49年ではじめて年間収入額より貯蓄額から大きくなった。一方，
負債は60年272万円でこれは主に土地 ・住宅建築のためのものが多い。従って一般的に現在で
は消費水準も高くその消費構造も高度化され， 貯蓄も一応年間収入をこえてまず満足の程度と
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いえようか。中流意識がかなり一般化しているのをある程度うら付けているといえる。
この副題として「大経済企画庁は最近「消費構造の変化の実態と今後の展望」を出したが，
この報告書に衆消費」から「消費ルネッサンスJへとしている。長期的な趨勢としてみると，
示されている表2がいわんとしていることを示している。
消費構造の展望表2
「大衆消費」
ミニマム的
余裕化
自句
??
?
←
??，??? 〈
A 
口
???
?
?
←?
?
?
?
基礎的，画一的支出
消極的
積極的
健康志向
随意的，個性的支出
,!]. 
「消費ルネサンス」
量的飽和
個性化
大量消費
省エネ
志向
量的充足
質的向上
した住生活
量的満足
楽 しむ
食生活
〈?
???
〉
(i主）資料は経済企画庁編 「消費構造変化の実態と今後の展望」による。
家計内容は産業・就業・職業構造のサーピス化・ソフト化の進行により家庭の内部に情報
自由時間の増大化，女性の社会進出，価値観 ・意識の変化となっ
てあらわれてきている。公式的ではあるが次のように表現される。 「物質的豊かさ」→「心の
高齢化の進展，化，国際化，
農かさに」。 公と私。 量から質へ。モノからサービスに。物財からJ情報化へ。マスプロから多
品種少量生産へ。大衆から個へ，都市から地方（自然）へといったことがあげられる。家計消
費のサービス化の進行によりサービス関連の消費支出の増加がみられる。 女性の社会進出と
’ '-サーピス化は女性就業者の増加と主婦の就業動機や就労後の行動・意識に変化がみられた。
れらの変化に伴い当然家計サービス関連産業が形成されるにいたる。内容としては家事代行産
業，時間節約産業 （惣菜宅配業）， 情報提供産業（テレフォン情報サーピス），生活クオリテイ
消費内容の高度化の進展（所得水準の上昇，随意的 ・選
消費のサービス化の進展（余暇時間の増大化，
の向上産業（カルチャーセンター，総合レンタjレサービス業）等である。
家計消費自体の特徴としては，①
択的消費支出の割合の増大化）。② モノ離れ
消費の個性化， 多様化の進展 （家事サービスの外部化が進むなかでファッショ現象化）。①
消費の手段 ・方法の複雑化， 高度化 （カードの利用， キャッンの流行の仕方が変化する）。④
シュレス化の進行，無店舗販売，消費者信用の増大化等）というものである。
とくに新しい技術革新例えばIC，バイオテクノロジー，新素材等の出現( 9）技術の変化，
によるもの。（10）国際経済やその環境の変化等があげられる。
産業構造の実態N 
産業構造の推移を簡単に示しておこう。まず国際比較を1980年を中心にしてみると表5のご
とくで，先進国は第1次産業のウエイ卜が小さく， 第3次産業は50-60%台と高くなる。これ
インドネシア，パキスタン等は50～70%が第1次産業で第3次産業は30%未満でに対しタイ，
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あり，第2次産業も低い。中進国は第1次産業のウエイ 卜が高いが，第2・3次産業の割合が
上昇しつつある。わが国の場合は産業別就業構造の推移を表4に示した。これは大正9年以降
の国勢調査について10年毎でみたのであるが，第l次産業は大正9年には50%強であったが，
昭和55年では10%に減少し，第3次産業は23.7%から55.4%と著しく増加している。第2次産
業は35年以降の伸びが大きい。
表3 年次別エンゲル係数の推移（%）
年 次 エ ンゲル係数 雑費 年 次 エンゲル系数 雑貨
昭和22年 66.1% 14.5% 45年 32.4% 43.8% 
25 57.4 20.7 50 30.6 46.2 
30 44.5 31.8 55 28.0 49.4 
35 38.8 34.0 58 26.7 51. 5 
40 36.3 39.0 
（注） 資料は「家計調査」による
図1 自動車関連産業と従業員数
戸翌日
鉄鋼業 資材部門従業
非鉄金属製造業 者のうち約57
化学工業 万人が自動車
タイヤ ・チューブ製造業 関連部門に依
ガラス ・同製品製造業 存しでいる。
石油精製業
潤滑油 ・タリ ース製造業
石油卸売業
その他 （広告・宣伝・印刷）
タイヤ小売業
約72万人
自動車産業
自動車工業 191.826人
自動車車体工業 49,757人
自動車部品工業 480.229人
計 721.812人
????
??
? ?
?
?
?
?
???
? ?
?
???
??
????
?
?， ，
??
?
?
?ー
????、?
??
?
?
?
?
?
? 』
?
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?
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?
販売 ・サービス部門
自動車小売業
自動車部品販売業
自動車賃貸業
自動車整備業
駐車場業
536,531人
84,956人
12,630人
340、310人
65可232人
ガソリ ンステーション 257,534人
計 1.293,193人
（資料） 通産省 「工業統計表 (1984年制査），昭和60年商業統計」，向工会 「日本の門動車
工業1986年J，総理府 「事業所統計調査報告56年版」『自動車産業ハンドブyク1986年版jより
よVJo 
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産業別就業構造の推移（全国）
産 業別 割合（%）
年 次
第 l次産業 第 2次産業 第 3次産業
大正9年 53. 8宇る 20.5宇る 23.7手6
昭和 5年 49.7 20.3 29.8 
15年 44.3 26.0 29.0 
25年 48.5 21.8 29.6 
35年 32.7 29.1 38.2 
45年 19.3 34.0 46.6 
55年 10.5 33.6 55.4 
表4
］）資料は「国勢調査」による。
2）昭和55年の「因調」の産業分類に組み替えた数
字である。
（ィ主）
産業別就業構造の国際比較(1980年を中心としで）（%）
国 名 年 次
産業別割合（%）
第 l次産業第 2次産業第 3次産業
日 本 1980年 11. 0宇舌 33. 6ラる 55.4ヲ1,
カ ナ ゲ 1982 4.8 25.4 69.8 
アメ リカ 1981 3.5 29.6 66.9 
フランス 1981 8.6 34.3 57.1 
西ドイツ 1981 5.8 43.4 50.8 
スウェーテeン 1981 5.6 30.5 64.0 
イギリ ス 1980 2.7 36.7 60.6 
チ 1980 22.8 21 3 55.9 
Jて jレ 1982 38.4 17 7 43.9 
イン ド才、シア 1978 60.9 9.2 29.8 
事阜 匡I 1981 34.2 27.6 38.2 
ノマキス タン 1982 52.8 19.6 27.6 
ヲ イ 1980 70.8 10.0 19.2 
表5
(l主） 1）資事斗は！LO,Yearbook of Labour Statistics 1982, Geneva 1982. 
2）「分類不能の産業」は按分比例をしている。
わが国の産業構造を地域的に都道府県別に大正第 1・2・3次産業の所得と労働構
成比の推移傾向
図2
9年と昭和55年について国勢調査によって就業者
の割合で示したのを三角図法でみると大正9年は
昭和55第1次の割合が高いのが殆んどあったが，
年は逆に第3次の割合の高い府県が多く，産業構%1てど
造の変化が著しいことをうかがわせている。なお，
第1・2・3次産業の長期的産業構造の推移を所
得構成比と労働力構成比の傾向を図2に示してお
いfご。
??（ ?????
??）% 
i℃成比
Ii 
'Iノ
時間
?
?
（?
???
??
??
?
）
??????
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v 結びにかえて一一若干の課題
( 1 ）第3次産業はサーピス化・ソフト化ともいえる。 わが国は近代化＝産業化＝工業化と考
えて近代的技術の進歩・導入を軸とし欧米先進国をモデルにして来たことは前述したごとくで
ある。この過程を経て1970年代に「豊かな社会」の水準き到達した。この時点、でいわゆる， 「量」
から 「質jへ，「物質的豊かさ」 より「心の豊かさ」を求めるようになってきている。ソフ ト
ノミックス・フォローアップ研究会はソフ ト化には4つの特徴があるとする。すなわち，①
情報化・知識集約化（科学技術・生活のソフト化）。 ② 人々の意識の変化（文化的・精神的
豊かさへ）。① システムの変化（小規模・分散型）。 ④経済のソフト化（サービス化・ 軽薄
短小化）である。この結果としてはサービス産業を中心にした第3次産業の比率の増大化， 経
済のソフト化率等の増大化，雇用面ではソフト・サーピス業への労働力の吸収の拡大とく に女
子労働力の僧加，消費面もサービス化・ソフト面の充実，投資もこの部門への増大化等がみら
れた。
以上は豊かさの面からは光（プラス）の当たるところであるが，反面豊かさの時代の労働の
動機づけになったハングリー精神がおとろえ，それに代るものが求められる。人と人との間柄，
個人の自発性の尊重，参加等の考え方もみられるが，多くの目標のなかから選択するというこ
どはむづかしいところがある。 新しい技術革新は企業面のみではなく家庭にも入り込んで来て
いる。合理的にはなったが情報の濫用・ 悪用という影（マイナス）もみられる。雇用面でも新
技術の習得と失業の機会の増大化，つまり技術革新の進行による雇用問題が伴う。活力あるソ
フト化社会は先進国の一部にみられる福祉国家の行きすぎや，いわゆる先進国病等があらわれ
る。これらは今後の社会或いは近き将来において光がより多くさすのか暗み（影）に面するか
を検討する重大な時期をむかえている。
( 2）ニュー・ピジネスとかサービス産業は一部では虚業性があるといわれている。この点で
も活力とゆとりが両立することを求めていかねばならない。
( 3）第2次産業部門を中心として直投資本の海外投資がわが国で行われているが， これに伴
うわが国内での産業の空洞化にどう対処すべきかを考えるべきである。
( 4）工業部門の発展があくまでも基軸としてこそサービス化の進行がありうるが， 国際経済
との関係，とくに中進国 （NICs），発展途上国等の関連からも技術の高度化，知識集約化を
より伸ばしていかねばならない。
( 5 ）種々 の関連効果が大きいので巨大技術を開発していく努カをすること。これが内需拡大
にもつながる。
( 6）資源， エネルギ一部門に対する対応がとくに必要になる。
( 7）貿易中心型（立国）から技術中心型（立国）への転換をすみやかに行う。
( 8 ）技術立国型にすると技術輸出となりこれがブーメラン効果を生じることに配慮すること。
( 9）高度技術型産業や第3次産業のなかには雇用吸収力なり脆弱性があるので業種内容別に
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西日慮しなければならない。
(10）第3次産業とくに流通部門の構造は補雑化し 「暗黒大陸」ともいわれているので， 近代
化， 高度化を緊急に図かること。
(11）第1次産業，例えば農業のわが国経済における位置づけを検討すること。わが国全体と
してとらえるよりもむしろ地域的に農業の役割を再検討すべき段階にある。
(12）発展途上国を中心に技術・文化の相互交流なり援助を考えること。
(13）国民の生活の変化が著しく生活意識も転換期にあるので，変化に即応した産業構造の転
換を考慮すること。
(14）長期的・国際的視野から産業構造転換政策を確立すること。
(15）経済社会の変動が著しい現在，実態を把握出来るような統計資料の整備が必要である。
その時代を反映する新しい産業分類・職業分類等の検討をしていかねばならない。
(16）第3次産業 ・サー ピス産業を中心にして記述したが，この部門は明るい産業と暗いイメー
ジのするのが多い。若年層，女性にとって就職したがらない分野もあるのでこの点をとくに労
働条件等の改善が必要である。
なお，与えられた頁数を越えてしまったので簡略化した点や「新しい産業統計」については
省略した。
(1986・9・10)
